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令和６年第２回にかほ市議会 ３月定例会 

 

市  政  報  告 

 

はじめに、環境プラザの刺激臭発生事案についてであります。 

２月８日、午後２時頃、環境プラザプラットホーム内において、作業員より、

目が痒い症状があると報告があり、作業員全員が外に避難する事案が発生しま

した。 

ただちに消防署に通報し、プラットホーム内で作業していた 13人の体調確認

を行い、目に痛みのある４人の作業員を病院へ搬送しました。搬送された４人

は、目を洗浄後、当日中に環境プラザに戻ってきております。 

なお、その日は持込ごみの受入日でないため、市民の方はおりませんでした。 

刺激臭の原因は、可燃粗大ごみを確認したところ、農薬クロルピクリンの瓶

が発見され、他に危険と思われる廃棄物が見当たらなかったことから、この農

薬が可燃粗大ごみに付着し揮発したことにより、目に刺激を与えたと推察され

ます。 

安全を確保するため、２月 15日まで一般ごみの受入れを中止し、この可燃粗

大ごみを環境プラザ屋外に運び出し、飛散しないよう仮置きをしており、農薬

が完全に揮発した後に焼却することとしております。 

プラットホーム内の安全性を確認した２月 15日より通常作業を開始し、２月

16日より持込ごみの受入れを再開しております。 

燃えるごみや、可燃粗大ごみに処理不能なごみが混入されると、収集車両や

ごみ処理施設で作業を行っている職員の人命にまで危険を及ぼす大惨事につな

がる恐れがありますので、ごみの出し方について、再度、啓発活動を徹底して

参ります。 
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次に、最近の市政について報告いたします。 

○ 能登半島地震への対応について 

１月１日に発生した能登半島地震により、お亡くなりになられた方々のご冥

福をお祈りするとともに、被害に遭われた方々に対し、心からお見舞いを申し

上げます。 

本市においては、当日、３庁舎の震度計は「震度３」を記録し、気象庁から

本県沿岸部に津波注意報が発表されたため、にかほ市災害警戒部を設置し、防

災行政無線等により市内沿岸部を対象に避難指示を発令しております。 

同時に、象潟・金浦・仁賀保の各公民館を避難所として開設し、延べ 131世

帯、209 人の方々を受け入れたほか、多くの方々が車で高台へ避難され、自主

的に自治会館を開放した自治会もありました。なお、公民館の避難所で夜間を

過ごされた方々には、毛布や非常食などを提供しております。 

翌日午前には避難指示を解除し、市内では被害は確認されませんでしたが、

今後の対策に向けて、今回の対応等を検証しているところであります。 

なお、被災地の方々を支援するため、１月 12日から２月 29日までの予定で、

３庁舎窓口に日本赤十字社の募金箱を設置しており、２月 16 日現在で 127 万

529円の義援金が寄せられております。 

 また、国の応急対策職員派遣制度に基づく県からの要請に応じて、１月 23日

から 28日まで新潟県に本市職員 1名を派遣しており、主に家屋被害認定調査に

従事しております。 

 

○ 市税の状況について 

１月末における市税の現年課税分調定額は、 

・個人市民税、10億 3,516万円  

・法人市民税、1億 2,913万円 

・固定資産税、14億 7,492万円 となっております。 
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次に令和６年度市税の現年課税分予算については、 

・個人市民税、9億 7,413万円    

・法人市民税、1億 3,022万円    

・固定資産税、14億 2,810万円 と見込んでおります。 

個人市民税は、製造業の一部で好調な動きがあるものの、給与所得が微減傾

向にあるため、前年度・当初比で約 0.2％（約 217 万円）の減と見込んでおり

ます。 

法人市民税は、現時点での状況からコロナ禍前の調定額まで回復の傾向にあ

り、前年度・当初比で約 2.8％（約 359万円）の増と見込んでおります。 

固定資産税は、土地の評価額が下げ止まり傾向にあり、家屋は物価高の影響

による増加や若干の償却資産の新たな設備投資を見込んでいるため、前年度・

当初比で約 2.4％（約 3,411万円）の増と見込んでおります。 

 

○ キャッシュレス決済サービスの導入について 

２月１日から、３庁舎窓口で、住民票、印鑑登録証明書や課税証明書などの

各種証明書の交付手数料の支払いに、クレジットカード、電子マネーやＱＲコ

ードなどのキャッシュレス決済サービスを開始しております。 

決済手段の多様化に対応することで、市民の利便性向上を図るとともに、業

務の効率化を進めるものです。 

今後も、自治体ＤＸの取組みを加速させ、デジタル技術の活用により市民が

利用しやすい行政サービスを提供できる環境を整備して参ります。 

 

○ ふるさと納税について 

令和５年度のふるさと納税は、令和６年１月末時点で件数が 27,273件、寄付

額は前年度比 22％減の 7億 2,390万 3,000円となっております。 

今年度は、９月までに前年度の２倍を超える寄附額で推移してきましたが、

10月以降は総務省の制度改正による地場産品基準の見直しや、これまで対象外

だった経費を含めた５割以下基準の厳格化により、返礼品の変更や寄付額の再

設定の必要が生じたことから、昨年までのように 12月に寄附額を伸ばすことが

できずに、結果的に対前年度比で大きな減額となったものです。 

これは本市に限った状況ではなく、全国的にも同様の傾向となっております。
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しかしながらふるさと納税による寄附については、大変貴重な財源であること

から、制度に合わせた既存返礼品の内容の見直しと、時節のニーズを捉えた新

規返礼品の開発など、今後も寄付の増加に向けた取り組みを進めて参ります。 

 

○ 住民税非課税世帯等に対する給付金について 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担を軽減するため、国や県の

補助財源を活用しながら、令和５年度住民税非課税世帯に対し、１世帯当たり

７万円を追加支給する住民税非課税世帯支援給付金と、１世帯当たり８千円を

支給する灯油購入費等助成金を実施しております。 

支給対象者のうち、昨年８月に３万円を支給した住民税非課税世帯について

は、プッシュ方式での振込みは２月８日で 2,366世帯に支給を完了しておりま

す。プッシュ方式の対象外となった住民税非課税世帯と、住民税非課税世帯に

未申告者や転入者が含まれる世帯の 254世帯については、１月末から申請書類

を送付し、順次、申請受付・審査の上、２月 22日から支給を開始します。 

 

○ 小出老人憩の家「けやき」について 

小出老人憩いの家「けやき」は築 38年が経過し、給油配管の損傷や床の腐食

など施設が老朽化しており、安全な管理と利用が困難になっております。 

施設は、年間 12回程度、地域の団体が利用しておりますが、周辺の自治会館

でも対応可能な利用状況となっております。 

小出地区の自治会との協議により、施設の譲渡を受ける意向がないこと、高

齢者の利用がないことなどから、老人憩の家としての用途を廃止することとし、

関係条例を改正する議案を今定例会に提出しております。 

 

○ 令和６年産米の「生産の目安」について 

昨年 12月開催の にかほ市農業再生協議会において、令和６年産米の「生産

の目安」は、9,230トン（前年比 119トン減）、面積換算では 1,642ヘクタール

（前年比 19ヘクタール減）としております。 

今後も、米価維持のため、関係機関や団体と連携し、過剰な生産とならない

よう取り組んで参ります。 
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○ ハタハタ漁について 

今季の県内のハタハタ漁獲量は、沖合・沿岸合わせて約 110トンで、禁漁が

明けた平成７年以降最少となりました。 

本市においても、沖合・沿岸合わせて 5.3トン（前年比 17トン減）にとどま

り、記録的な不漁となっております。 

県水産振興センターでは、海水温の上昇など環境変化の影響が大きいとして

おりますが、今後の管理方法については、手探り状態とのことであります。 

 

○ にかほ市フェアの開催について 

１月 27日と 28日の２日間、千葉県の食料品スーパー「せんどう」木更津店

と袖ケ浦店で、「秋田県にかほ市フェア」を開催しました。 

せんどうは、千葉県内で 24店舗を展開するスーパーですが、店舗関係者に本

市出身者がいたご縁により、初めて開催いたしました。 

本市の特産品だけでなく、県産品も販売し、秋田県にかほ市として、応援ゲ

ストの「なまはげ」とともに、その魅力を大いにＰＲした結果、人気の産品は

常設での販売も検討したいとの意向が示されております。 

 

○ 象潟前川地区景観保全型ほ場整備事業について 

令和５年４月、国からの事業採択を受け、県では年度別に事業区域を設定し、

今年度は実施設計が行われました。 

 令和６年度は、前川地区の西側及び隣接する象潟地区の計 47.6ヘクタールの

工事が計画されております。 

さらにその翌年度以降も順次工事に着手し、令和 11年度の事業完了を予定し

ております。 

 

○ 象潟大竹線道路改良工事について 

象潟大竹線道路改良事業は、令和６年度の事業完了を予定しておりましたが、

今年度施工中に軟弱地盤が確認され、この対策工事が必要となったことに伴い、

事業完了が令和７年度以降となりました。 

 関係する予算案を今定例会に提出しております。 
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○ 市内の経済状況について 

昨年 10月から 12月の景況調査では、依頼した 68社のうち 60％にあたる 41

社から回答がありました。全体としては前年同期と比較して「好転」が９社「横

ばい」が 15社、「悪化」が 17社となっております。 

市内の主力産業である製造業においては、前年同期と比較して「好転」が２

社、「横ばい」が３社に対し、「悪化」は 13社と前回調査時と比較すると「好転」

や「横ばい」が若干増となったものの、「悪化」は引き続き高い水準にあります。 

物価高騰による販売経費上昇などの影響が依然大きく、引き続き注視して参

ります。 

 

○ 市内の雇用状況について 

ハローワーク本荘管内の有効求人倍率は、11 月末現在で 1.12 倍となり、10

か月連続で前年同月を下回っております。 

また、有効求職者数については、11月末現在で前年比 89人、6.3％の増加と

なっております。 

一方、企業側の有効求人数は、前年同月比で 426人、20.1％の減少となって

おります。 

ハローワーク本荘によりますと、減少の要因としましては、製造業関連の派

遣・請負やコールセンター等の求人数が減少したことがあげられ、原材料費や

光熱費、人件費が増えたことで新たな求人を控える動きがあり、減少傾向はし

ばらく継続するとの見方が示されております。 

 

○ 高校生の就職状況について 

今春に卒業予定の本市在住高校生は、前年比で 16人減の 170人となっており

ます。このうち、就職希望者は 8人減の 69人となっており、就職希望地は県内

が４人減の 57人、県外は４人減の 12人となっております。 

12月末現在の採用内定者は 64人（内定率 92.8％）で、このうち県内就職は

19 社に 57 人、うち市内事業所への内定者は 10 社に 23 人となっております。

また県外への内定者は６社に７人となっております。 
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○ にかほ市生活応援商品券「にかほっぺんクーポン」事業について 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰が長引き、家計の負担が大きくなって

いることから、消費の下支えをするため全市民に、にかほ市生活応援商品券「に

かほっぺんクーポン」の無償配布を実施しました。 

昨年 10月中旬から 12月 31日まで実施し、市民一人当たり 3,000円分、合計

6,785 万 4,000 円分の商品券を郵送し、うち 6,574 万 9,000 円分(96.9％)が市

内加盟店で利用されております。 

 

○ 外国人技能実習生交流事業について  

 人口減少等による労働力不足を補うために、市内企業では製造業を中心にベ

トナムやインドネシアからの外国人技能実習生約 50人を受け入れております。 

実習生は見知らぬ土地での意思疎通の不安なども心配されることから、働き

やすく暮らしやすい環境づくりのサポートを行っております。 

 ２月 11日には、フットサルで交流を行い、市内外から 50人以上の実習生が

集い、地元の参加者と一緒に汗を流し、交流を行っております。 

今後も企業の成長を後押しする外国人材の定着を側面から支援して参ります。 

 

○ 移住・Ｕターンの促進に向けた取組みについて 

今年度も、首都圏等で開催された各種の移住定住イベントに移住リエゾンと

担当職員が出展し、移住関心層へ本市の魅力を積極的に発信しております。 

１月 13日と 14日に東京ビックサイトで開催された全国規模の移住イベント

には、２日間で 23組が本市ブースを訪れ、移住の相談と本市の魅力をＰＲして

おります。 

１月 20日は東京国際フォーラムを会場に、「新・農業人フェア」が開催され、

５組から移住就農の相談を受けております。 

翌 21日には、昨年 10月に県が東京・京橋にオープンした、あきた暮らし・

交流拠点センター「アキタコアベース」において、本市独自の移住相談会を開

催しました。本市への移住に関心のある方など７組 10人が来場したほか、オン

ラインで 48人の方々が参加しております。先輩移住者によるトークセッション

などを通じて本市の魅力を生の声で伝えるとともに、オーダーメイド型の移住
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体験ツアーの先行予約会などを開催しました。 

今後も、移住相談会等の開催や地方移住に関する様々な相談への対応に加え、

移住してきた方々に対するサポート体制やイベントの開催など、きめ細かいサ

ポートを通じて、移住定住を促進して参ります。 

 

○ にかほ市アウトドア拠点施設について 

 アウトドア拠点施設整備の進捗状況は、現在、外壁工事が完了し、内装工事

及び電気・機械設備の工事に入っております。 

 しかし、昨年後半から電気工事の電線ケーブルが品薄状態となっており、現

在メーカー側の受注停止から再開の動きがみられるものの、納入時期が大幅に

遅れる見込みとなっております。そのため、工事の完了は５月上旬頃になり、

施設のオープンも６月にずれ込むものと見込んでおります。 

また、アウトドア拠点施設の愛称については、「NIKAHO OUTDOOR BASE（にか

ほアウトドアベース）」と決定いたしました。 

愛称は、拠点施設の設計事業者の提案の中から市が決定したもので、鳥海山

と日本海をはじめとするアウトドアフィールドの中心であり、拠点であること

をシンプルに表現したものです。 

 各単語の頭文字が「Ｎ」「Ｏ」「Ｂ」となり、「ノブ」と読めることから、本市

出身の偉人「白瀬矗」を想起し、「NIKAHO OUTDOOR BASEから、冒険が始まる！」

というイメージを発信したいと考えております。 

 

○ 巾山スノーパークの利用について 

 冬季における動植物等の生態系の観察を目的に、巾山スノーパークを拠点と

して、「ジオサイト・スノートレッキング」をジオガイドの案内のもと１月と２

月で計４回開催しております。 

毎年好評の冬師湿原コースに加え、新たに仁賀保高原コースを設定しており、

すべての回で定員に達するなど、大変好評を得ております。 

 また、地元の保育園、小学校など計７団体、延べ 289人の子ども達が雪遊び

で利用し、冬にしかできない遊びをスノーパークで楽しんでおります。 
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○ スポーツ賞及び健康スポーツ賞表彰について 

令和５年度文部科学大臣表彰 生涯スポーツ功労者に NPO法人 BSスポーツク

ラブにかほ 理事長 柴田鐵四郎氏が受賞されました。永年にわたり地域のスポ

ーツ振興に貢献され表彰されております。 

２月 10日には、にかほ市スポーツ協会主催で「令和５年度にかほ市スポーツ

賞及び健康スポーツ賞」の表彰式が、仁賀保勤労青少年ホームにおいて開催さ

れ、功労賞２名、栄光賞は 19名と３団体、奨励賞は 10名と６団体、健康スポ

ーツ賞２名の計 33名と９団体が受賞しております。 

本市、又は本市出身のアスリートたちが、東北大会、全国大会で活躍してお

り、今後の更なる飛躍を期待しております。 

 


